
出雲市中小企業景況調査報告書 

（平成２７年１月～３月期） 

     
 

 
 

   
１．調 査 期 間    平成２７年４月１日（水）～平成２７年４月２４日（金）  

 

     
 

 
 

   
２．調査対象企業   出雲市内事業所１８０社 回答数 １６３社  

 
回答率 ９０．６ ％ 

     
 

 
 

   

業  種 

出雲商工会議所管内 平田商工会議所管内 出雲商工会管内 斐川町商工会管内 合  計 

対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 

建設業 １３ １３ ４ ３ ４ ４ ４ ４ ２５ ２４ 

製造業 １８ １８ ７ ６ ６ ６ ５ ３ ３６ ３３ 

卸売業 ９ ９ ２ １ ３ ２ ３ ３ １７ １５ 

小売業 ２３ ２２ ９ ９ ８ ７ ９ ７ ４９ ４５ 

サービス業 ２７ ２５ ８ ７ ９ ９ ９ ５ ５３ ４６ 

合  計 ９０ ８７ ３０ ２６ ３０ ２８ ３０ ２２ １８０ １６３ 

       
  

  
３．調査実施機関   出雲商工会議所、平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会 

 



今 期（２０１５年１－３月）の 概 要 

本調査は、出雲商工会議所が平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会と共同で市内事業所から調査対象事業所１８０社を選定し実施しています。 

 

概  況（前期調査＝２０１４年１０－１２月期） 

 

全業種の業況ＤＩは、前年同期比で見ると△２８．０となり、前期調査よりもマイナス５．０ポイントと低下しました。やや持

ち直し感があった前期調査時から一転して悪化傾向となりました。昨年４月の税率アップの悪影響は引き続いていることが伺えま

す。また、業種別に見た業況ＤＩは、前期比で小売業の△５０．０を底に、建設業の△３３．３、サービス業の△２６．７となっ

ています。一方で、製造業は△３．０と全国的な景気回復傾向の流れに乗り比較的安定感があります。 

 

一方、全業種の売上ＤＩは、前年同期比では△３７．８ポイントとなり、△２８．２ポイントであった前期調査と比べて９．６

ポイント低下しました。前期と比べても△３８．７ポイントと大きく低下しており、落ち込み幅が大きくなっています。 

来期の見通しでは、全業種の売上は△１８．３ポイントと多少の回復は見込んでおり、ゴールデンウィークの観光需要増加など

を期待しています。また、人手不足を懸念する声も徐々に高まっていますが、来期は８．２ポイントとプラスに転じる見通しです。 

 

設備投資については、今期実施した割合が２７．９％と前期調査３６．９％と比べて割合が９％低下しました。内訳としては「機

械・備品」への設備投資が大きく３８．０％でした。 

   来期については、計画をしている割合が３４．７％あり、内訳としては「機械・備品」３０．５％、「ＯＡ機器」２８．８％と 

なっています。 

 

経営上の問題点としては、「需要の低迷や受注減少」を１位にあげる事業所が多く、引き続きこの傾向に変化はありません。続

いて、２位に「単価の低下・上昇難」、３位には「店舗・機械・備品等設備の老朽化」の割合が高くなっています。このほか、雇

用情勢の改善から、従業員の確保が徐々に難しくなっているなど人手不足を危ぶむ割合が高くなっています。全国的にも問題とな

っていますが、今後当地域においても経営上の課題としてその割合が増加することも予想されます。 

 

  主要産業ともいえる観光については、出雲大社の大遷宮効果が薄れていることを懸念する声が大きくなっています。しかし、３

月には、フジドリームエアラインズによる出雲空港と名古屋（小牧）空港との航空路線が１０年ぶりに復活し、また同じ３月に、

「中国横断自動車道尾道松江線」（愛称：中国やまなみ街道）が全線開通するなど明るい話題もありました。愛知県など中京地域

や広島県福山地域、さらには愛媛県などの四国地域との経済交流が進み、観光についても入込増加につながることが期待されます。 
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○「出雲市内給水量状況」 

平成２７年２～３月の契約件数は３９，１３４件で前年同期比６２６件の増加となりました。一方で使用水量は１，６９５，８

５２㎥となり、２，６８６㎥の減少となりました。 

 

○「電力使用量状況」 

「特定規模需要以外の需要」の電灯・電力計は、前年同期比１，３１２千ｋＷｈ減少の２３４，１０２千ｋＷｈとなりました。「特 

定規模需要」においても、業務用・産業用ともに減少し、４，６３４千ｋＷｈ減少の３０１，１８９「千ｋＷｈとなりました。 

 

 



○「出雲市人口動態」 

自然要因では、引き続き死亡者数が出生者数を上回っています。社会要因では転勤や入学卒業シーズンにより、３月は転出数が

転入者を上回りました。平成２７年３月末時点の当市の人口は男性８４，２８４人、女性９０，２５４人の合計１７４，５３８人

で、大きな上下幅はなく横ばいで推移しています。 

 

○「雇用情勢（出雲公共職業安定所管内）」 

求人倍率は、１月に１．０６倍を示していた倍率が、２月と３月は１倍を下回っています。前年同期比でも１月から３月まです

べての月で低下しており、やや雇用情勢は悪化しています。先行的な動きを表す新規求人数も前年同期比で１月から３月まですべ

ての月で減少しています。 

 

○毎月勤労統計調査（島根県統計調査課）」 

平成２７年２月期月報（事業所規模５人以上）によると、現金給与総額は前年同月比０．２ポイントアップの２３６，１６３円

となりました。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は前年同月比０．３ポイントダウンの２３３，９９２円でやや減少し、

所定内給与も０．５ポイントダウンの２１６，１６８円でした。また、総実労働時間は前年同月比０．５ポイントダウンの１５０．

０時間となり、うち所定内労働時間０．６ポイントダウンの１３９．７時間、所定外労働時間は０．７ポイントアップの１０．３

時間でした。一方、常用労働者数は前年同月比で１．６ポイントアップし、２３２，８３８人でした。 

 

○「企業倒産状況」 

出雲商工会議所管内企業の大型倒産状況は、１月並びに２月とも０社だった件数が、３月に大幅に増え４社となりました。うち

建設業が２社ありました。 

 

○「出雲市内信用保証状況」 

月別保証承諾金額は、１月は前年比で８１．０５％増の６０８，６８０千円、２月は２８．７２％減の５９９，６００千円、３

月は、２５．５１％増の１，６８８，７００千円でした。一方、保証債務残高は前年割れの状態が続いています。年度代弁累計は

前年同期比の１月から３月にかけての件数は増加していますが、金額は１月と２月は減少したものの、３月は前年同期比をわずか

に上回っています。 

 

○「出雲市内建築確認申請状況」 

１～３月の申請件数の合計は１９２件で、前年同期比３件の減少でした。消費税率引上げの影響で落ち込んだ件数もほぼ回復し

てきた感があります。ただし、年度合計の件数は前年度比２３２件減少の７８５件でした。 

 



○「県営公共事業の状況」 

１～３月の合計は、前年同期比２５８，５３９千円アップの２，３８４，０６０千円となりました。公共事業は増加したことが

伺えます。部門別では、「土木」は４０９，８１９千円アップの１，４５７，５４０千円で、全体の金額を押し上げましたが、一

方で「建築」は１３３，０８０千円ダウンの４６４，９００千円、「舗装工事」は６７，０５０千円ダウンの２９，４７０千円で

した。 

 

業種別景況調査の主要 DI  （前期調査＝２０１４年１０－１２月期） 

 

１、建 設 業 

・今期業況ＤＩは、前期比が△２５．０（前期調査△21.7）とマイナス幅が拡大し、前年同期比においては△３３．３（前期調査△

34.8）とわずかにマイナス幅が縮小しました。 

・売上ＤＩは、前期比△２５．０（前期調査△９.１）、前年同期比でも△４１．７（前回調査△33.3）とマイナス幅が拡大しました。 

 また、資金繰りも悪化し、厳しい結果となりました。やや受注工事が回復したとの声もありましたが、全体的な需要の停滞は続い

ています。 

・来期業況見通しＤＩは、今期比で△４５．８（前期調査△30.4）であり、大幅な悪化見通しです。また、来期売上見通しＤＩでも

△６６．７（前期調査 27.3）であり、季節的な要因で公共工事の受注件数、金額とも大きく減少することが予想され、採算も悪

化する見通しです。 

 

２、製 造 業 

・今期業況ＤＩは、前期比が△１２．１（前期調査 14.7）、前年同期比においても△３．０（前回調査 6.1）と悪化幅が大きく拡大

し、プラスからマイナスへ転じました。 

・売上ＤＩは、前期比が△４０．６（前期調査 23.5）、前年同期比でも△１５．２（前期調査 6.1）と良好な状況は続かず、当初の

見通しを超える規模の売上減少に苦慮した模様です。消費税率引上げの影響で売上が減少したとの声も出ています。 

・来期業況見通しＤＩは今期比で３．０（前期調査△15.2）、来期売上ＤＩは６．１（前期調査△15.2）と両数値ともマイナスから

プラスに転じるとの見通しをたてています。４月以降の受注拡大に期待がもてる見込みで、採算、資金繰りもやや改善し、従業員

の確保についてもプラス幅が大幅に改善し２４．２（前期調査△3.0）という数値を示しています。 

 



３、卸 売 業 

・今期業況ＤＩは、前期比では△２０．０（前期調査 0.0）とマイナスになり、前年同期比では△１３．３（前期調査△12.5）とほ

ぼ同水準となりました。また、前期と比べ採算が大きく悪化し、資金繰りも厳しさが増しています。 

・売上ＤＩは、前期比で△４６．７（前期調査△31.3）とマイナス幅が拡大し、前年同期比では△２６．７（前期調査△31.3）とや

やマイナス幅が縮小しています。 

・来期業況見通し DIは今期比で△１３．３（前期調査△18.8）、来期売上見通しＤＩでは１３．３（前期調査△6.3）となっており、

売上の回復により業況もやや改善するとの見通しです。 

 

４、小 売 業 

・今期業況ＤＩは、前期比では△３４．１（前期調査△24.4）、前年同期比で△５０．０（前期調査△31.8）とマイナス幅が拡大し

ました。前年１～３月期は消費税率８％引上げ前の駆け込み需要があり売上が大きく伸びましたが、その反動が大きく、業況悪化

の要因となっています。 

・売上ＤＩは、前期比では△３３．３（前期調査△27.7）、前年同期比で△６４．４（前期調査△41.3）と悪化しています。消費税

率のアップにより必要品以外のものを購入されなくなっている、また選挙の影響もあったとの声が出ています。 

・来期の見通しは、業況見通しＤＩは、今期比△３６．４（前期調査△28.3）に対し、売上見通しＤＩ△２８．９（前期調査△40.0）

とやや回復する見込みではありますが、全体的な業況は回復感がなく、厳しい予測をしています。 

 

５、サービス業 

・今期業況ＤＩは、前期比で△２６．７（前期調査△17.8）とマイナス幅が拡大し、前年同期比では△２６．７（前期調査△33.3）

となり、マイナス幅が縮小しました。この数値はある程度予測できていたことではありますが、大幅な悪化です。遷宮効果が薄く

なり、併せて消費税率の引上げや円安による原材料費の値上げが悪影響を与えているとの声があります。 

・売上ＤＩは、前期比では△４６．８（前期調査 2.1）、前年同期比では△２９．８（前期調査△36.2）となり、前期と比べると売上

は減少しＤＩは大きくマイナスに転じました。閑散期による観光需要の低下などで落ち込み幅が大きくなっています。 

・来期業況見通しＤＩでは、４．４（前期調査△45.5）、来期売上見通しＤＩも△１０．６（前期調査△55.3）となり、大きく改善

するとの見通しです。年度初めで人の出入りが多くなり、また観光需要も高まるため、採算性や資金繰りも改善し、業況の回復が

期待されます。 

 



設備投資動向 

１、今期設備投資  

全業種   設備投資を実施した事業所の割合は２７．９％（前期調査 36.9％）と９ポイント低下しました。内訳としては、「機

械・備品」への投資が最も多く、３８．０％でした。 

 

建設業   実施割合は４１．４％（前期調査 50.0%）。「車両運搬具」が連続して最も高くなっています。 

 

製造業   実施割合は３８．９％（前期調査 46.3%）。「機械・備品」が最も高くなっています。 

 

卸売業   実施割合は１３．３％（前期調査 50.0%）。「車両運搬具」「その他」が同率で並んでいます。 

 

小売業   実施割合は２６．０％（前期調査 26.9%）。「機械・備品」「車両運搬具」が同率で並んでいます。 

 

サービス業 実施割合は１８．４％（前期調査 26.1%）。「機械・備品」が最も高くなっています。 

 

２、来期設備投資  

全業種   設備投資を計画している事業所の割合は３４．７％（前期調査 14.9%）で、「機械・備品」への投資が３０．５％

と高い割合を占めています。 

 

建設業   設備投資を計画している割合は４４．０％（前期調査 34.8%）。「ＯＡ機器」が最も高くなっています。 

 

製造業   設備投資を計画している割合は５４．１％（前期調査 52.3%）。「機械・備品」が最も高くなっています。 

    

卸売業   設備投資を計画している割合は４６．２％（前期調査 23.5%）。「ＯＡ機器」が最も高くなっています。 

   

小売業   設備投資を計画している割合は２１．７％（前期調査 39.6%）で、「ＯＡ機器」最も高くなっています。 

   



サービス業 設備投資を計画している割合は２４．５％（前期調査 14.9%）で、「機械・備品」「車両運搬具」が同率で並んでい

ます。 

 

経営上の問題点 

全業種   第１位は「需要の停滞、受注減少」で４９．１％。第２位は「単価の低下・上昇難」、第３位は「店舗・機械・備

品等設備の老朽化」となり、前期調査とほぼ同じ結果となりました。 

 

建設業   第１位は「需要の停滞、受注減少」で、６５．２％となっています。第２位は「単価の低下・上昇難」、第３位は

「従業員の確保難」でした。 

 

製造業   第１位は「需要の停滞、受注減少」で、４２．４％となっています。第２位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」

でした。 

 

卸売業   第１位は「需要の停滞、受注減少」で、４７．１％。第２位は「従業員の確保難」でした。 

 

小売業   第１位は「需要の停滞、受注減少」で、４８．８％、第２位で「需要の停滞、受注減少」をあげる割合高く、同順

位で「単価の低下・上昇難」も入っています。 

 

サービス業 第１位は「需要の停滞、受注減少」で、４６．７％となっています。第２位は「単価の低下・上昇難」でした。 

 

 

注：DI（業況判断指数）とは、ディフュージョン・インデックス(Diffusion Index)の略で、「増加」・「好転」したなどとする企

業割合から、「減少」・「悪化」などとする企業割合を差し引いた値です。 

 

詳細は業種別景況を参照してください。 


